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１ 奈良県における国保運営

○「同じ世帯・所得水準であれば県内のどこに住んでも保険料水準が同じ」となる県内保険料水準の統一が、令和６年度に全国
で初めて実現。

○これは「骨太方針２０２４」において全都道府県が徹底することとされ、本県の取組は全国の先進事例とされている。
○県内保険料水準の統一を維持するために、令和６年度より適用する「第２期奈良県国民健康保険運営方針」に基づき、取組を
推進する。

年度 県の取組

H24
全市町村に県単位化、保険料水準統一を提案
（本県の国保改革スタート）

H30～
国保財政運営の県単位化（全国一律）
以降各年度、市町村が統一水準に向け保険料改定

R5 統一保険料率への市町村条例の改正

R6 県内保険料水準統一の完成

【参考】本県の国保改革の工程

○国民健康保険料（税）収納率
県全体の保険料（税）収納率は改善傾向にあるが、被保険者の負

担軽減及び市町村間の公平性の向上を図るため、引き続き、収納率
向上に取り組む必要がある。
○医療費水準
医療費水準の地域差は縮小傾向にあるが、１人あたり医療費は増

加傾向が継続しており、引き続き、医療費適正化に向けた取組の強
化が重要である。

①保険料（税）の徴収の適正な実施
・収納対策に係る市町村国保事務の共同実施（国保事務支援センター実施）
②医療費の適正化に関する取組
・医療費適正化の取組を進め、保険財政の費用である医療費の増加を抑制することで、保険料負担の増加を抑制
③事務の広域的及び効率的な運営の推進
・国保事務支援センターによる事務の共同化等の推進（収納対策、医療費適正化、広報等の共同実施）
・事務の標準化等に関する取組の推進

現状及び課題

第２期奈良県国民健康保険運営方針における重点取組

○受益（医療）と負担（保険料）の均衡と県民負担の増加抑制に向けた取組を推進

県は、受益と負担の
総合的マネジメントを推進

１



２ 今後の国保運営に係る主な国制度改正

資

格

生活保護の医療扶助の適正

化等

（令和6年度～令和10年度）医療費全体に関する都道府県のガバナンス強化の観点から、生活保護受給者が国民健康保険制度や後期

高齢者医療制度に加入することについて、地方公共団体の意見を踏まえつつ、検討を深める。

（令和6年度）実施方法について検討、ガイドライン等の作成。

（令和7年度～）都道府県が広域的な観点から、頻回受診対策、重複・多剤投薬等の取組目標の設定・評価やデータ分析等を行うとと

もに、市町村に対し、必要な助言等の支援を行う仕組み等の着実な実施。オンライン資格確認の仕組み等を活用した頻回受診対策の

推進。

短時間労働者への被用者保

険の適用に関する企業規模

要件の撤廃

（令和6年度）社会保障審議会年金部会等で検討。

（令和6年度～令和7年度）検討の結果に基づき、法案提出も含めた必要な措置を講ずる。

（令和7年度～）必要な措置の着実な実施。

負

担

子ども・子育て支援金（納

付金）制度の創設

（令和7年度）子ども・子育て支援金の賦課・徴収に向けた準備（ガイドラインの作成等）。

（令和8年度～）医療保険者に被保険者等から保険料とあわせて子ども・子育て支援金を徴収させ、国に子ども・子育て支援納付金と

して納付。

医療保険における金融資産

等の取扱い

（令和6年度～令和10年度）預貯金口座へのマイナンバー付番の状況等を踏まえつつ、資産運用立国に向けた取組や国民の安定的な

金融資産形成の促進などにも配慮しながら、医療保険における負担への金融資産等の保有状況の反映の在り方について検討を行う。

３割負担（現役並み所得）

の適切な判断基準設定等

（令和6年度～令和10年度）年齢に関わりなく、能力に応じて支え合うという観点から、医療における「現役並み所得」の判断基準

の見直し等について、検討を行う。「現役並み所得」の判断基準や基準額の見直しに当たっては、現役世代の負担が増加することや、

令和4年10月に施行された後期高齢者医療制度における窓口負担割合の見直し（一定以上所得のある者への２割負担の導入）の施行

の状況等に留意する。

保
険
給
付

出産費用の保険適用の導入 令和8年度を目途に、出産費用の保険適用の導入を検討

高額療養費自己負担限度額

の見直し
（令和7年度～令和9年度）自己負担限度額の見直しや所得区分の細分化等を段階的に実施。

財

政

国保の普通調整交付金の医

療費勘案・後期高齢者医療

制度のガバナンス強化

（令和6年度～令和7年度）保険者機能の強化等を進めるための取組を進め、人口動態や適用拡大による加入者の変化等を踏まえ、医

療費適正化や都道府県のガバナンス強化等にも資するよう、調整交付金や保険者努力支援制度その他の財政支援の在り方について検

討を行い、一定の結論を得る。

（令和8年度～令和10年度）引き続き、更なる検討を行う。

（令和8年度～令和10年度）都道府県のガバナンスを強化する観点から、現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢者医

療制度の在り方の検討を深める。
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３

○県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用を、全額、市町村に対
して支払う（保険給付費等交付金）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

○市町村は、県が市町村ごとに決定した納付金を県に納付する。

収入 支出

支出

納付金 交付金

保険料 保険給付費

県の
国保特別会計

市町村の
国保特別会計

被保険者

３－（１） 国保財政の仕組み

３ 令和７年度 国民健康保険事業費納付金算定及び統一保険料（税）

保険給付に必要な費用を、
全額市町村に交付

県が市町村ごとに決定した
納付金を県に納付

国庫支出金・県支出金
市町村支出金（繰入金）
前期高齢者交付金 等

公費

国庫支出金
県支出金（繰入金）
前期高齢者交付金 等

保険医療機関

収入
公費

（国保財政における県及び市町村の特別会計イメージ）



○国民健康保険が県単位化されたH30以降は、県が毎年度、県内

市町村の国保事業費納付金を算定。

○Ｒ７年度算定（本算定）においては、医療費推計、国等から

交付される財源見込み、県が保有する基金残高等を勘案し算定

した結果、統一保険料率の改定は要しない。

４

１ 本算定の前提となるＲ７医療費の推計

○Ｒ７本算定ではＲ７に見込まれる保険給付費等歳出総額から国、県等
から措置されると見込まれる公費を控除した額を保険料として徴収する
（黄色部分）。
○Ｒ７の保険料をＲ６と同水準とした場合、被保険者一人あたり１３．
４千円不足する。（①）

＜統一保険料水準の抑制措置＞
○保険者努力支援制度等、県に措置される公費を全額、保険料抑制に活
用した場合、一人あたり７．５千円不足する。（②）
○県が保有する国保財政調整基金４４.１億円（Ｒ６年度末見込）のうち
１８．２億円を保険料抑制に活用した場合、Ｒ７年度は保険料をＲ６と
同水準とすることが可能。（③）

２ Ｒ７本算定結果の概要

375 
367 

391 
404 

419 
426 

443 

300

350

400

450

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

推計値 実績値

R4（実績値） R5（実績値） R6（見込値） R7（本算定値）

一人あた
り医療費

403,962円/人
（＋3.21％）

419,213円/人
（＋3.78％）

426,284円/人
（＋1.69％）

442,814円/人
（＋3.88％）

被保険
者数

281,637人
（▲4.12％）

266,613人
（▲5.33％）

253,388人
（▲4.96％）

242,175人
（▲4.43％）

R7本算定値＝（ R6.3～8月月報値 ＋（ R6.3～8月月報値 × R5.9～R6.2月月報値 ／

R5.3～8月月報値 ））× 直近２年間（R4～6）伸び率（1/2乗）

【１人当たり医療費の推計方法】

【１人当たり医療費の推移（金額単位：千円）】

総額：百万円 一人あたり：円

保険給付費等 95,527 92,201 380,721

後期高齢者支援金 18,398 17,359 71,680

介護納付金 6,186 5,914 24,420

120,111 115,474 476,820

保険料（税）（Ｒ６県統一水準） 30,607 29,372 121,284

医療分 19,728 19,194 79,257

後期分 8,181 7,686 31,737

介護分 2,698 2,492 10,290

国、県等から措置される公費 88,208 82,838 342,058

前期高齢者交付金 　※ 43,734 39,954 164,980

療養給付費等負担金等(国） 34,362 32,822 135,530

県繰入金（県） 6,098 5,873 24,251

財政安定化支援事業等（市町村） 3,576 3,767 15,555

その他 438 422 1,743

118,815 112,210 463,343

歳入（Ｂ）－歳出（Ａ） ▲ 1,296 ▲ 3,264 ▲ 13,478

852 1,442 5,954

歳入（Ｂ＋Ｃ）－歳出（Ａ） ▲ 444 ▲ 1,822 ▲ 7,523

444 1,822 7,523

歳入（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）－歳出（Ａ） 0 0 0

統

一

保

険

料

水

準

の

抑

制

措

置

県抑制措置分①：保険者努力支援制度等（Ｃ）

県抑制措置分②：財政調整基金繰入金（Ｄ）

計（Ｂ）

歳

入

Ｒ７本算定
Ｒ６本算定項目

歳

出
計（Ａ）

※精算額は国通知に従い、歳入見込みに含めていない。

※国通知で示された計算方法を採用

①

②

③

※R6診療報酬改定の影響反映

R6見込値の算出

R7本算定値の算出

※表示単位未満で四捨五入しているため、表示単位による計算が一致しない場合がある

３－（２） Ｒ７国保事業費納付金算定及び統一保険料（税）



３－（３） 奈良県国保の１人当たり医療費の動向（月次推移）
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保険料（税）

療養給付費等負担金（国）

22,228百万円

（107,375円/人）

①医療分：14,781百万円（61,036円/人）

②後期分：5,555百万円（22,936円/人）

③介護分：1,893百万円（23,403円/人）

前期高齢者交付金

39,954百万円

（164,979円/人）

財政調整基金繰入金（県）

1,822百万円

（7,525円/人）

保険者努力支援制度及び特別調整交付金（県）

1,442百万円

（5,953円/人）

財政安定化支援事業（市町村）

1,096百万円

（4,525円/人） 普通調整交付金（国）

8,634百万円

（41,928円/人）

①医療分：5,929百万円（24,484円/人）

②後期分：1,942百万円（8,020円/人）

③介護分：762百万円（9,425円/人）

保険者支援制度（市町村）
2,616百万円

（12,744円/人）

①医療分：1,767百万円（7,294円/人）

②後期分：614百万円（2,536円/人）

③介護分：236百万円（2,913円/人）

特別調整交付金医療費関係分（市町村）

55百万円

（225円/人）
県繰入金（県）

5,873百万円

（28,637円/人）

①医療分：3,779百万円（15,604円/人）

②後期分：1,562百万円（6,451円/人）

③介護分： 532百万円（6,582円/人）

高額医療費負担金等（国・県）

1,961百万円

（8,096円/人）

その他収入（特別高額医療費共同事業交付金等）

422百万円

（1,742円/人）

総額（１人当たり額） 伸び率

①医療分 19,194百万円（79,257円/人） ▲2.71％（+0.99％）

②後期分 7,686百万円（31,737円/人） ▲6.06％（▲2.49％）

③介護分 2,492百万円（30,811円/人） ▲7.66％（▲6.72％）

計 29,372百万円（141,805円/人） ▲6.70％（▲1.56％）

歳

出

総額（１人当たり） 伸び率 被保険者数 伸び率 世帯数 伸び率 所得総額 伸び率

①保険給付費等 92,201百万円（380,719円/人） ▲3.48％（＋0.18％）
242,175人 ▲3.66％ 152,503世帯 ▲2.77％

128,733百万円 ▲2.29％

②後期高齢者支援金等 17,359百万円（70,681円/人） ▲5.65％（▲2.06％） 127,335百万円 ▲1.41％

③介護納付金 5,914百万円（73,135円/人） ▲4.40％（▲3.43％） 80,868人 ▲1.01％ － － 44,656百万円 ▲1.99％

計 115,474百万円（525,534円/人） ▲3.86％（▲0.64％） － － － － － －

賦課限度額

①医療分

65万円

②後期分

24万円

③介護分

17万円

県
抑
制
措
置
分

統一保険料（税）率

①医療分

所得割 均等割 平等割

7.64％ 27,600円 20,000円

②後期分

所得割 均等割 平等割

3.27％ 11,500円 8,400円

③介護分

所得割 均等割 平等割

3.03％ 16,900円 －

３－（４） Ｒ７国保事業費納付金の算定結果

納付金①

納付金②

納付金③

納付金④

財源構成（歳入） 【構成割合25.1％】

【構成割合1.6％】

【構成割合1.2％】

【構成割合2.1％】

【構成割合0.05％】

【構成割合1.7％】

【構成割合0.4％】

【構成割合0.9％】

【構成割合5.0％】

【構成割合7.4％】

【構成割合19.0％】

【構成割合34.1％】

※表示単位未満で四捨五入しているため、
表示単位による計算が一致しない場合がある

６



【本算定結果（１人当たり諸数値）】

※表示単位未満で四捨五入しているため、表示単位による計算が一致しない場合がある

３－（５） 納付金算定における１人当たり諸数値

Ｒ６本算定

（Ａ）

Ｒ７本算定

（Ｂ）

増減

（Ｂ－Ａ）

増減率

（Ｂ／Ａ）
備　考

被保険者数 251,378人 242,175人 ▲9,203人 ▲3.66%

介護２号 81,696人 80,868人 ▲828人 ▲1.01%

世帯数 156,849世帯 152,503世帯 ▲4,346世帯 ▲2.77%

所得額（医療分）／人 524,110円 531,574円 ＋7,463円 ＋1.42% －

医療費／人 441,534円 442,814円 ＋1,280円 ＋0.29% －

保険給付費等／人 380,017円 380,719円 ＋702円 ＋0.18% ー

後期高齢者支援金／人 73,190円 71,681円 ▲1,509円 ▲2.06% 国係数の増減に伴う減

介護納付金／人 75,729円 73,135円 ▲2,594円 ▲3.43% 国係数の増減に伴う減

528,936円 525,535円 ▲3,401円 ▲0.64% －

前期高齢者交付金／人 173,978円 164,979円 ▲8,999円 ▲5.17% 国係数の増減に伴う減

療養給付費等負担金／人 107,888円 107,375円 ▲513円 ▲0.48% 国係数の増減に伴う減

普通調整交付金／人 41,529円 41,928円 +399円 ＋0.96% 1人あたり医療費等の増加に伴う増

高額医療費負担金等／人 9,760円 8,096円 ▲1,664円 ▲17.05% 高額医療費基準額の見直しに伴う減

県繰入金（県）／人 28,861円 28,637円 ▲224円 ▲0.78% 国係数の増減に伴う減

財政安定化支援事業（市町村）／人 4,224円 4,525円 +301円 ＋7.14% ー

保険者支援制度（市町村）／人 11,510円 12,744円 +1,234円 ＋10.72% 基盤安定繰入金の算定基準の見直しに伴う増

特別調整交付金（市町村）／人 237円 225円 ▲12円 ▲5.13% ー

その他／人 1,744円 1,742円 ▲2円 ▲0.1% ー

県抑制措置分／人 6,718円 13,478円 +6,760円 ＋100.6%

保険者努力支援制度等（県）／人 3,166円 5,953円 +2,787円 ＋88.0%

財政調整基金繰入金（県）／人 3,552円 7,525円 +3,973円 ＋111.9%

386,449円 383,729円 ▲2,720円 ▲0.7% －

148,393円 141,805円 ▲6,589円 ▲4.4% 抑制措置に伴う減

①医療分／人 80,684円 79,257円 ▲1,427円 ▲1.8% 抑制措置に伴う減

②後期分／人 33,400円 31,737円 ▲1,663円 ▲5.0% 国係数の増減に伴う減

③介護分／人 34,309円 30,811円 ▲3,498円 ▲10.2% 国係数の増減に伴う減

項目

県公費による市町村標準保険料率の抑制措置

（統一保険料水準の抑制措置）

計

自然減及び被用者保険適用拡大の影響による減

計

歳

出

基

礎

歳

入

保険料（税）／人

７



歳 出
1,174.4億円

保険給付費等交付金
931.9億円（79.4%）

後期高齢者支援金等
173.6億円（14.8%）

介護納付金
59.1億円（5.0%）

予算要求総額 １，１７４．４億円（対前年度 ▲４８．２億円（▲３．９％））
（主な増減要因）

保険給付費等の減▲34.8億円、後期高齢者支援金の減▲10.4億円、介護納付金の減▲2.7億円

○歳入予算の主な内訳
前期高齢者交付金 399.5億円（歳入予算全体の34.0％）、国庫支出金 345.9億円（同29.5％）、
国保事業費納付金等 332.9億円（同28.3％）

○歳出予算の主な内訳
保険給付費等交付金 931.9億円（歳出予算全体の79.4％）、後期高齢者支援金等 173.6億円（同14.8％）、
介護納付金 59.1億円（同5.0％）

歳 入
1,174.4億円

国庫支出金
345.9億円（29.5%）

前期高齢者交付金
399.5億円（34.0%）

国保事業費納付金等
332.9億円（28.3%）

一般会計繰入金
73.3億円（6.2%）

＜歳入＞ ＜歳出＞

特別高額医療費共同事業交付金等
4.2億円（0.4%）

総務費
5.0億円（0.4%）

その他 4.8億円（0.4%）
特別高額医療費共同事業拠出金
4.2億円
前期高齢者納付金等 0.2億円
基金積立金 0.4億円

その他 18.6億円（1.6%）
基金繰入金 18.2億円
財産運用収入 0.4億円

４ 令和７年度 奈良県国民健康保険事業費特別会計 歳入歳出予算（要求）

※表示単位未満で四捨五入しているため、
表示単位による計算が一致しない場合がある ８

※今後の予算編成等過程において
変更となる可能性がある。



【歳入】 【歳出】

国民健康保険事業費納付金等 41,647,207 41,632,812 ▲14,395 総務費 590,933 419,843 ▲171,090

国庫負担金 25,212,812 24,681,919 ▲530,893 保険給付費等交付金 105,437,752 103,952,059 ▲1,485,693

療養給付費等負担金 23,828,207 23,337,269 ▲490,938 後期高齢者支援金等 18,786,964 18,600,357 ▲186,607

高額医療費負担金 1,134,000 1,134,967 967 前期高齢者納付金等 45,664 45,663 ▲1

特別高額医療共同事業負担金 82,605 82,605 0 介護納付金 6,284,619 6,284,619 0

特定健診等負担金 168,000 127,078 ▲40,922 特別高額医療費共同事業拠出金 399,353 283,517 ▲115,836

国庫補助金 11,250,167 11,765,517 515,350 財政安定化基金貸付金 0 2,500 2,500

国民健康保険調整交付金 9,875,568 10,385,735 510,167 基金積立金 357,253 323,020 ▲34,233

保険者努力支援制度交付金 1,371,807 1,376,734 4,927 国庫等返還金 780,459 782,913 2,454

出産育児一時金臨時補助金 2,792 3,048 256

一般会計繰入金 7,814,000 7,787,752 ▲26,248 132,682,997 130,694,491 ▲ 1,988,506

特定健康診査等負担金事業繰入金 168,000 143,964 ▲24,036

特別会計繰入金 6,497,000 6,496,540 ▲460

高額医療費負担事業繰入金 1,134,000 1,133,863 ▲137

一般管理費等繰入金 15,000 13,385 ▲1,615

基金繰入金 1,802,840 393,602 ▲1,409,238

繰越金 1,050,488 1,050,488 0

財産運用収入 37,715 3,482 ▲34,233

諸収入 43,867,768 43,877,125 9,357

前期高齢者交付金 43,555,294 43,555,294 0

療養給付費等交付金 0 0 0

特別高額医療費共同事業交付金 269,965 257,977 ▲11,988

保険給付費等交付金返還金等 42,509 62,649 20,140

延滞金 0 1,205 1,205

132,682,997 131,192,697 ▲1,490,300

項目

①

予算額

（千円）

②

決算額

（千円）

差引

（②－①）

（千円）

項目

②

決算額

（千円）

差引

（②－①）

（千円）

合計

498,206 千円

①

予算額

（千円）

　収支差（A）
（歳入－歳出）

※予算額 ： 当初予算（129,712,000千円）＋  補正予算（4,998,532千円）

合計

47,826 千円

450,380 千円

　令和６年度国庫返還金(B）

（保険者努力支援制度交付金等）

国庫精算後収支差
(A-B）

５ 令和５年度 奈良県国民健康保険事業費特別会計 歳入歳出決算

９

当該剰余金は基金に積み立て、医療費等の増加に伴う
保険料負担の抑制などに活用（R7：18.2億円）

収支差 ５．０億円の黒字（Ｒ５➡Ｒ６繰越金）
（ただし、国庫の精算に伴い令和６年度に０．５億円を返還するため、国庫精算後収支差は＋４．５億円となる。）

○収支差の主な要因（決算額－予算額）
【歳入】基金繰入金の減 ▲１４．１億円 【歳出】保険給付費等交付金の減 ▲１４．９億円

５－（１） 令和５年度 国民健康保険事業費特別会計（決算） 概要



積 立

H30年3月
設置

R６年12月
積立

奈良県国民健康保険
財政調整基金の推移

４.５億円
（Ｒ６積立）

3億円 H30 ～ R7

４４億円
（Ｒ６当初残高）

Ｒ５年度 奈良県国保特会決算

歳出
歳入

1,312億円
（うち基金繰入金４億円）

1,307億円

H29

繰越金

５億円

※金額は概数

R6

R６年度末
（見込み）

48.5億円

25.9億円
（R7末残高見込）

18.2億円
（当初予算充当）

R7年度
（予算要求）

５－（２） 奈良県国民健康保険財政調整基金

10

4.4億円
（当初予算充当）

44.1億円
（R6末残高見込）

Ｒ6当初予算
編成時の取崩
予定額

統一保険（税）
の県抑制措置財
源として活用

国庫返還金（0.5億円）

＜Ｒ６年度 繰越金処分＞

基金積立金（4.5億円）



高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、本計画の目標の達成状況に関する評価を行い、公表し、国へ報告するもの。

※本計画の最終年度である令和５年度の実績のうち、現時点で未公表の項目については、公表された後、令和７年12月末を目途に追記予定。

○ 医療の効率的な提供の推進、県民の健康の保持の推進、介護給付の適正化の
３つの分野、14の項目に分けて、行動目標を設定し取組を実施。

○ 主な目標・施策の進捗状況は以下のとおり。

目標・施策の進捗状況

後発医薬品の
使用促進

目標には届いていないものの、使用割合は期間中10ポイント以上向上。全国の伸びを上回る。
〔取組〕 差額通知や後発医薬品希望シールの配布、医療機関への情報共有やヒアリング等

目標には届いていないものの、いずれの実施率も１割以上向上。健診は全国の伸びを上回る。
〔取組〕 未受診者への受診勧奨、特定健診とがん検診の一体的実施、休日夜間対応等

特定健診・
特定保健指導

地域医療構想に沿った重症急性期機能の集約化は目標達成。
自立支援型地域ケア会議を開催する市町村は、県内全39市町村となり、目標達成。
〔取組〕 病床再編のための病院への個別コンサルティング、指標による各病院の機能明確化等

急性期から回復期、
慢性期、在宅医療、
介護までの一貫した

体制の構築

本県の令和５年度の医療費実績の評価

○ 本県の医療費目標（4,813億円）は、県民負担の抑制のため、国による医療費推計値を採用せず、骨太の方針2015を踏
まえ、医療費の伸びが高齢化の伸びの範囲内となるようにする本県独自のもの。

○ 令和５年度の医療費（実績見込み）は、高齢化の進展に加え、医療の高度化等の影響により、目標を396億円超過。

○ 目標は超過しているものの、計画期間中の医療費の増加額464億円は、国が計画策定時の平成29年度に推計していた
本県の医療費増加額747億円を大きく下回った。

○ これまで実施してきた後発医薬品の使用促進、特定健診・特定保健指導の実施率の向上等については、より実効性が上がるよう、医療関係者への働
きかけの実施、医療関係者や保険者と連携した県民への各取組の意義の理解促進など、取組のさらなる推進が必要。

○ 第４期計画では、新たに高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防や、バイオ後続品の使用促進、医療の適正受診などにも取り組む。

今後の課題及び推進方策

医療費目標

4,813億円

医療費（実績見込み）

5,209億円

行動目標 進捗状況

1

・ 地域医療構想に基づく病院機能の分化・連携の推進

・ 重症急性期機能の集約（病床数が増加せず、病院数が減少する方向）
病床数6,079
病院数34

（2）地域包括ケアシステムの
構築と過不足のない効果的な
介護サービス提供体制の整備

・ 自立支援型の地域ケア会議を開催する市町村数　 県内全市町村（39市町村） 39市町村

・ 後発医薬品の使用割合  80％ 76.2％（R4）

・ 後発医薬品の使用割合  全国１位の水準 46位（R4）

3
医薬品の適正使用(重複・多剤投
薬、残薬対策)

・ 15種類以上の薬剤を投与されている患者（国保＋後期）　の割合
 平成27年度数値（7.0％）より半減

5.5％（R4）

4 糖尿病重症化予防の推進
・ 糖尿病性腎症による新規人工透析導入患者数　直近３年の平均（年間197人）よ
り減少

212人

5 療養費の適正化 ・ １人当たり柔整療養費（国保＋後期）　全国平均水準にまで減少 3,089円（R4）

6 医療に関する情報提供の推進
・ 医療機能の「見える化」を推進し広く県民に各種の医療情報を提供するととも
に、医療機関による自らの取組を促す

7
公立医療機関における医療費適
正化等の取組

・ 公立医療機関における医療費適正化の取組と公立医療機関の費用構造改革を
徹底し、取組状況を積極的に開示

・ 特定健康診査の実施率　70％ 50.0％（R4）

・ 特定保健指導の実施率　45％ 23.7％（R4）

2
生活習慣病予防に向けた生活習
慣の改善

・ 特定保健指導対象者の減少率（対平成20年度比）　25％ 12.9％（R4）

3 喫煙対策 ・ 喫煙率　9.9％ 10.60%

4 がん検診の受診率の向上 ・ がん検診の受診率　50％（５がん全て）
胃40.1％　肺44.0％　大腸43.3％

子宮41.0％　乳41.7％（R4）

5 歯と口腔の健康の推進 ・ 歯科医師による定期チェック（年１回）の割合（20歳以上）　 50％
男性49.7％
女性60.0％

1 要介護認定の適正化 ・ 65歳平均要介護期間　全国平均値を下回る
男性1.55年（R4）
女性3.29年（R4）

2
自立支援や重度化防止に繋がる
効果的な介護給付の推進

・ 要介護認定率の市町村格差（年齢調整後）の是正 格差10.9ポイント

2 後発医薬品の使用促進

分野

Ｉ　医療の効率的な提供の推進

急性期から回復期、慢性期、在宅医療、介護までの一貫した体制の構築

（1）医療ニーズに対応した医療
提供体制の整備

Ⅲ　介護給付の適正化

Ⅱ　県民の健康の保持の推進

1
特定健康診査及び特定保健指
導の実施率向上

６ 第３期奈良県医療費適正化計画の実績に関する評価（概要）
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国民皆保険を維持し、県民の適切な医療の確保を図る観点から、県が市町村、医療関係者、
保険者協議会等と広く連携して、医療に要する費用の適正化を総合的・計画的に推進する
ため、達成すべき目標と医療費適正化に関する分野別目標及び施策等を定める。
（「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき策定）

計画の趣旨

Ⅰ 県民の健康の保持の推進

分野 目標 施策

（1）特定健康診査及び特
定保健指導の実施率向
上

①40歳以上74歳以下の被保
険者に対する特定健康診査
実施率

70%以上（R11）
効果的な普及啓発、受診勧奨、受
診しやすい環境づくり、関係者と
の連携と効果的な取組の促進

②特定保健指導が必要と判断
された被保険者に対する特
定保健指導実施率

45%以上（R11）

効果的な普及啓発、利用勧奨、人
材育成・ノウハウ共有、利用しやす
い環境づくり、関係者との連携と
効果的な取組の促進

（2）生活習慣病の発症予
防・早期発見・早期治
療

メタボリックシンドローム該当者
及び予備軍（特定保健指導対
象者）の減少率（平成20年度
比）

25%以上（R11）
望ましい生活習慣の普及啓発、リ
スク保有者の医療や保健事業へ
の接続

（3）糖尿病重症化予防の
推進

糖尿病性腎症による新規人工
透析導入患者割合（人口10万
対）

15.0未満（R11）
リスク保有者の医療や保健事業
への接続、糖尿病の早期発見・早
期治療に向けた体制整備

（4）歯と口腔の健康の推
進

①歯科医師による定期的な
チェック（1年に1回）を受け
ている人の割合（20歳以
上）

男性70%以上
女性80%以上

（R16） 歯科検診の受診促進、口腔機能
の低下予防、医科歯科連携

②80（75～84）歳における咀
嚼良好者の割合

70%以上
（R16）

（5）たばこ対策の充実 喫煙率

全体6.3%以下
男性11.1%以下
女性2.6%以下

（R16）

正しい知識の普及啓発、高リスク
保持者に対する働きかけ、禁煙支
援体制の充実化

（6）がんの早期発見

①がん検診受診率
胃・肺・大腸・乳・子宮
5がんすべて
60%以上（R11）

検診受診率向上に向けた情報発
信と受診しやすい検診体制の整
備、検診従事者の資質向上と検
診の精度管理②精密検査受診率

胃・肺・大腸・乳・子宮
５がんすべて
90%以上（R11）

（7）高齢者の心身機能の
低下等に起因した疾病
予防・介護予防の推進

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施等の取組を
進め、高齢者の疾病予防・介護予防を推進

健康教育等のポピュレーションア
プローチ、重症化予防等のハイリ
スクアプローチ、好事例の横展開
や関係者連携等の支援

（8）予防接種の推進
ワクチンに関する正しい知識の普及を進め、県民の理解を
得つつ積極的に予防接種を推進

正しい知識の普及による県民の
理解促進

Ⅱ 医療の効率的な提供の推進

分野 目標 施策

（1）医療ニーズに対応し
た医療提供体制の整備
並びに地域包括ケアシ
ステムの深化・推進

①奈良県地域医療構想に基づく病院機能の分化・連携や、
「断らない病院」・「面倒見のいい病院」の機能強化を推進

病院の医療機能再編や連携強
化、「断らない病院」・「面倒見
のいい病院」の機能強化

②医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者等が、住み
慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、
医療と介護が連携し一体的に提供される地域包括ケアシ
ステムの深化・推進

在宅医療の充実、医療・介護の
連携推進

（2）後発医薬品及びバイ
オ後続品の使用促進

①第３期奈良県医療費適正化計画の目標、使用促進の前提
となる安定供給の状況、国の制度改正の動向等を踏まえ
て、後発医薬品の使用を促進 正しい知識の普及と意識啓発、

医療関係者への情報提供、関
係者間での情報共有や取組の
検討

②バイオ後続品が安定供給されるこ
とを前提として、バイオ後続品に
数量ベースで80%以上置き換
わった成分数の割合

60%以上（R11）

（3）医薬品の適正使用の
推進

①重複投薬患者割合 全国平均以下（R11） 県民への注意喚起や指導・啓
発、医療関係者への情報提供、
関係者間での情報共有や取組
の検討②多剤投与患者割合（9剤以上） 全国平均以下（R11）

（4）医療資源の効果的・
効率的な活用

効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている
医療や、医療資源の投入量に地域差がある医療の実態を把
握し、医療資源の効果的・効率的な活用に向けて取組を推進

地域における医療サービス提
供状況の実態把握・普及啓発、
抗菌薬処方、白内障及び化学
療法に関する情報提供・啓発

（5）療養費の適正化
一人あたり柔道整復施術療養費（国
民健康保険及び後期高齢者医療）

全国平均以下（R11）
点検・調査体制及び審査機能
の強化、療養費の点検・調査等

（6）医療の適正受診 重複・頻回受診の適正化等の医療の適正受診を推進 注意喚起、周知啓発等

（7）医療費等に関する情
報の見える化の推進

本県の医療費や医療提供状況、その他関連するデータを分
析・見える化し、保険者、医療関係者等と共有した上で医療
費適正化の取組を促進

地域の状況の見える化と関係
者への情報提供、県民に向け
た効果的な情報発信

（8）公立医療機関におけ
る医療費適正化等の取
組の推進

公立医療機関における医療費適正化の取組を推進
費用の節減・抑制、取組の横展
開

令和11年度の奈良県の医療費目標 5,616億円
＜第3期奈良県医療費適正化計画の医療費目標（4,813億円）＞

医療費目標

＜参考＞医療費の状況

■ 奈良県の医療費の推移

○国・県ともに高齢化の影響等によ
り医療費は増加傾向。

○奈良県では全国より速いペース
で高齢化が進むため、医療費適
正化の積極的な推進が必要。

出典：厚生労働省「国民医療費」

※金額は概数【参考】第４期奈良県医療費適正化計画（R6～R11）の概要
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子ども・子育て支援金制度に係る
全国高齢者医療・国民健康保険主管課（部）長
及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議

令和６年７月１日

こども家庭庁長官官房総務課支援金制度等準備室

（一部抜粋）



「加速化プラン」における少子化対策の抜本的強化に当たり、少子化対策に受益を有する全世代・全経済主体が、子育て世

帯を支える新しい分かち合い・連帯の仕組みとして、医療保険の保険料とあわせて拠出いただく子ども・子育て支援金制度を

令和８年度に創設する。

20

（※支援納付金対象費用）

◼ 出産・子育て応援給付金の制度化（妊婦支援給付金）（R7.4～）

◼ 共働き・共育てを推進するための経済支援（出生後休業支援給付金・育児時短就業給
付金（R7.4～）、国民年金第１号被保険者の育児期間中保険料免除（R8.10～））

◼ こども誰でも通園制度（乳児等支援給付）（R8.4～）

◼ 児童手当（R6.10～） ■ 子ども・子育て支援特例公債の償還金等

＊支援納付金に関する重要事項について、こども家庭審議会の意見聴取規定を設ける。

【子ども・子育て支援法】

① 政府は、支援納付金対象費用（※）に充てるため、令和８年度から毎年度、

医療保険者から支援納付金を徴収すること、医療保険者は、支援納付金を納

付する義務を負うことを定める。

② 医療保険者から毎年度徴収する支援納付金の額の算定方法等を定める（※

医療保険者間は、右図のとおり按分）。

③ 内閣総理大臣は、社会保険診療報酬支払基金に、支援納付金の徴収等の事

務を行わせることができることとし、その業務等を定める。

④ 政府は、令和６～10年度までの各年度に限り、支援納付金対象費用の財源

について、子ども・子育て支援勘定の負担において子ども・子育て支援特例

公債を発行することができることとする。※償還期限は、令和33年度とする。

⑤ 附則において支援納付金の導入に当たっての経過措置・留意事項を定める。

【医療保険各法等】

① 医療保険者は、医療保険制度上の給付に係

る保険料や介護保険料とあわせて、子ども・

子育て支援金を徴収する。
※ 健康保険法において、保険料の規定に、一般保険料

率と区分して子ども・子育て支援金率を規定。子ど
も・子育て支援金率は、政令で定める率の範囲内にお
いて、保険者が定める（総報酬割であることを踏まえ、
実務上、国が一律の率を示すこととする）。

② 医療保険制度の取扱いを踏まえ、支援金の

被保険者等への賦課・徴収の方法、国民健康

保険等における低所得者軽減措置、医療保険

者に対する財政支援等を定める。 
※ 国民健康保険においては、18歳以下の支援金均等割

額の全額軽減措置を講ずる。

子ども・子育て支援金制度の創設

• 全世代型社会保障改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減の効果を生じさせ、支援

金制度の導入による社会保障負担率の上昇の効果がこれを超えないようにすること

• 令和８～10年度までの支援納付金の総額のうち被保険者又は事業主が全体として負担する具

体的な額の目安（令和８年度概ね6,000億円、９年度概ね8,000億円、10年度概ね１兆円）

• 「全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」（R5.12.22閣議決定）を着実に

進めること 等

※令和８・９年度は、８:92で按分

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示



子ども・子育て支援金に関する試算（医療保険加入者一人当たり平均月額）

（注１）本推計は、一定の仮定をおいて行ったものであり、結果は相当程度の幅をもってみる必要がある。金額は事業主負担分を除いた本人拠出分であり、被用者保険においては別途事業主が労使折半の考えの下で拠出。なお、被
用者保険間の按分は総報酬割であることを踏まえ、実務上、国が一律の支援金率を示すこととする。

（注２）被用者保険の年収別の支援金額については、数年後の賃金水準によることから、試算することは難しいものの、参考として、令和３年度実績の総報酬で機械的に一人当たり支援金額（50円丸め、月額、令和10年度）を計算する
と（＊）、年収200万円の場合350円、同400万円の場合650円、同600万円の場合1,000円、同800万円の場合1,350円、同1,000万円の場合1,650円（総報酬割であることから協会けんぽ・健保組合・共済組合で共通）。ただし、政
府が総力をあげて取り組む賃上げにより、今後、総報酬の伸びが進んだ場合には、数字が下がっていくことが想定される。詳細は令和６年４月９日こども家庭庁「被用者の年収別の支援金額（機械的な計算）について」を参照。
＊令和10年度に被用者保険において拠出いただく8,900億円について、賃上げが力強く進む前の令和３年度の総報酬である222兆円で割ると0.4％であることから、労使折半の下、本人拠出を0.2％として計算。

（注３）国民健康保険の1世帯当たりの金額は令和3年度における実態を基に計算している。
（注４）国民健康保険の支援金については、医療分と同様に低所得者軽減を行い、例えば夫婦子１人の３人世帯（夫の給与収入のみ）における一人当たり支援金額（50円丸め、月額、令和10年度）でみると、年収80万円の場合50円

（応益分７割軽減）、同160万円の場合200円（同５割軽減）、同200万円の場合250円（同２割軽減）、同300万円の場合400円（同２割軽減）。国保の被用者の世帯では、これらの層がボリュームゾーンであり、年収400万円以上に
ついては上位約１割と対象が限定されるため（＊）、この層をさらに細かく区切ってみていくことについては留意が必要であるが、以下、参考として、同400万円の場合550円（軽減なし、以下同じ）、同600万円の場合800円、同800
万円の場合1,100円。なお、支援金制度が少子化対策にかかるものであることに鑑み、こどもがいる世帯の拠出額が増えないよう、こども（18歳に達する日以後の最初の３月31日以前である者）についての均等割額は全額軽減。
＊年収600万円は上位約５％、800万円は約２％に該当。年収1,000万円は上位約１％に該当し、ごく少数であるほか、現時点で令和10年度における賦課上限を定めることができないため、金額は一概にいえない。

（注５）後期高齢者医療制度の支援金についても、医療分と同様に低所得者軽減を行い、例えば単身世帯（年金収入のみ）における一人当たり支援金額（50円丸め、月額、令和10年度）でみると、年収80万円の場合50円（均等割７割
軽減）、同160万円の場合100円（同７割軽減）、同180万円の場合200円（同５割軽減）、同200万円の場合350円（同２割軽減）。年金収入のみの者では、これらの層がボリュームゾーンであり、年収250万円以上については上位約
１割と対象が限定されるため（＊）、この層をさらに細かく区切ってみていくことについては留意が必要であるが、以下、参考として、同250万円の場合550円（軽減なし、以下同じ）、同300万円の場合750円。
＊年金収入300万円は上位約５％に該当。年金収入400万円以上は上位約１％に該当し、年金給付額が一定範囲にあるため例外的なケースであるほか、現時点で令和10年度における賦課上限を定めることができないため、
金額は一概にいえない。

（注６）介護分の保険料額は、第1号保険者（65歳～）の1人当たり月額（基準額の全国加重平均）で6,014円（令和5年度）、第2号被保険者（40～64歳）の1人当たり月額（事業主負担分、公費分を含む）で6,276円（令和6年度見込額）

加入者一人当たり支援金額

令和８年度見込み額 令和９年度見込み額 令和10年度見込み額（①）

全制度平均 250円 350円 450円

国民健康保険
（市町村国保）

後期高齢者
医療制度

被用者保険

協会けんぽ

健保組合

共済組合

300円

250円

300円

350円

（参考）被保険者一人当たり
450円

（参考）被保険者一人当たり
400円

（参考）被保険者一人当たり
500円

（参考）被保険者一人当たり
550円

400円

350円

400円

450円

（参考）被保険者一人当たり
600円

（参考）被保険者一人当たり
550円

（参考）被保険者一人当たり
700円

（参考）被保険者一人当たり
750円

500円

450円

500円

600円

（参考）被保険者一人当たり
800円

（参考）被保険者一人当たり
700円

（参考）被保険者一人当たり
850円

（参考）被保険者一人当たり
950円

250円
（参考）一世帯当たり

350円

200円

300円
（参考）一世帯当たり

450円

250円

400円
（参考）一世帯当たり

600円

350円

（月額、支援金額は50円丸め、保険料額は100円丸め）

（参考）加入者一人当たり
医療保険料額

（令和３年度実績）
（②）

（参考）
①／②

4.7％

4.5％

4.3％

4.6％

4.9％

5.3％

5.3％

9,500円

（参考）被保険者一人当たり
17,900円

10,800円

（参考）被保険者一人当たり
16,300円

10,200円

（参考）被保険者一人当たり
19,300円

11,300円

（参考）被保険者一人当たり
21,600円

11,800円

（参考）一世帯当たり
11,300円

7,400円

6,300円
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